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Ⅰ はじめに ～新型コロナ禍と地方移住の関連性 
１．新型コロナ禍と地方移住の関連性 









 図 2 によって直近の 3 大都市圏の転入超過数の推移をみると、東京圏は 2019 年、2020
年とも 3 月の異動時期に転入超過数は増加しているが、その後は激減し、とくに 2020 年
7 月にはマイナスとなっている。対前年同月比についても、3 大都市圏の中で、東京圏の

















（出典）第１期「まち・ひと・しごと創生 総合戦略 」に関する検証会「東京一極集中の是正について」 
2019.5.17. （内閣官房・内閣府 https://www.kantei.go.jp/jp/ 2019.10.14.閲覧） 


















和 2 年 12 月 24 日） 
図 2 3 大都市圏の転入超過数の推移（移動者）および対前年同月増減の推移  
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 図 3 の主要都市の転入超過数を見ると、この間の関係はより鮮明となっており、東京特
別区のみが年間を通して大幅なマイナスとなっている。すなわち異動時期の 2020 年 3 月
































 ②の在宅勤務に基づく都心オフィスの縮小については、東京 23 区の 2019 年の大規模オ
フィスビル供給量は 87 万㎡と、過去 20 年平均（111 万㎡）を下回る結果となっている。
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20 年は反発して 193 万㎡となったが、21 年、22 年は一転し、過去 20 年で最少の供給量








を重視して、近郊部に留まる場合も多い。マンション供給の状況を、2019 年 7 月～９月


































態及び世帯数調査」における市町村別の日本人の人口動態において、2018 年と 2019 年比

































 本研究で実施した市民意識調査の実施概要を表 1、設問一覧を表 2 に示す。 
 
表 1 調査実施概要 
調査対象 大都市部（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、広島県）に
居住する 18 歳以上の市民（アンケート調査会社登録モニター）  
調査方法 インターネット調査（調査協力依頼・回収はアンケート調査会社に委託）  
実施期間 2020 年 12 月 17 日（木）～19 日（土） 
※2 回目の緊急事態宣言の発出前の段階 
有効回収数 2,122 サンプル 
 




















 回答者の基本属性については、表 3 に示す。全体像としては、男性がやや多く（57.6%）、
年代については 40～50 代が多く、全体の約 60%となっている。職業等については約 75%
が就業しており、会社員・団体職員が最も多い。居住地は東京都、大阪府が各 25%、埼玉
県、千葉県、神奈川県、愛知県、広島県が各 10%ずつとなっており、少ない都府県におい













































































性別・年代別）を図 5 に示す。 
性別 回答者数 構成比 既婚・未婚 回答者数 構成比
合計 2,122 100.0% 合計 2,122 100.0%
男性 1,223 57.6% 未婚（離別・死別を含む） 831 39.2%
女性 899 42.4% 既婚 1,291 60.8%
年代 回答者数 構成比 現在の職業 回答者数 構成比
合計 2,122 100.0% 合計 2,122 100.0%
10代 5 0.2% 会社員、団体職員 935 44.1%
20代 81 3.8% 会社役員 58 2.7%
30代 265 12.5% 自営業、個人事業主 169 8.0%
40代 592 27.9% パート、アルバイト等 328 15.5%
50代 664 31.3% 公務員 89 4.2%
60代 396 18.7% 学生 16 0.8%













































































































































































































































































































































大きく変化した ある程度変化した あまり変化していない 全く変化していない わからない
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図 8 新型コロナウイルス感染症に伴う働き方の変化の状況 
 






































会社員、団体職員 (n=932) 働き方に大きな変化はない 36.6% テレワークの利用 36.2% 労働時間の柔軟化 22.2%
会社役員 (n=56) 働き方に大きな変化はない 39.3% テレワークの利用 30.4% 労働時間の減少 28.6%
自営業、個人事業主 (n=169) 働き方に大きな変化はない 44.4% 労働時間の減少 33.7% テレワークの利用、自宅待機（同数） 17.2%
パート、アルバイト等 (n=311) 働き方に大きな変化はない 51.1% 労働時間の減少 28.3% 自宅待機 14.1%











































































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
全体(n=1,600)        
主にオフィスでのデスクワーク(n=635)        
主に工場や運送・運輸関連のワーク(n=216)        
主に福祉や教育関連などの対人的なワーク(n=143)        
主に外回りの営業活動(n=110)        
主に店舗や窓口での接客やワーク(n=196)        

























 男性では 30 代、女性では 20 代及び 30 代で「職場を変えたい」とする回答者が約 30%
となっている。40 代・50 代になると、男性では「職場を変えたい」とする回答が 16～17%
程度、女性では 10～12%程度となっている。比較的若い世代において、新型コロナウイル
ス感染症を契機に職場を変えたい意識が高まっている点は、大きな特徴と言えよう。 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 図 19 は全体、男女別・年代別の結果である。全般に「殆ど可能性はない」「あまり可能



















図 19 移住や二地域居住する場合、北九州市を対象として考える可能性① 
（全体、男女別・年代別） 
 
 図 20 は居住都府県別、および現在の自宅形態別の結果である。北九州市に地理的に近
い場所に住んでいる回答者の方が「可能性がある」が多い傾向がみられる。現在の自宅形
態別にみると、「戸建ての賃貸」居住者において「可能性がある」とする比率がやや高い。 






























































































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
全体 (n=1,957)       
男性計 (n=1,145)       
10代 (n=0)         
20代 (n=21)       
30代 (n=86)       
40代 (n=295)     
50代 (n=407)     
60代 (n=258)     
70代以上 (n=78)    
女性計 (n=812)       
10代 (n=4)         
20代 (n=56)       
30代 (n=152)     
40代 (n=252)     
50代 (n=213)     
60代 (n=101)     

































図 21 移住や二地域居住する場合、北九州市を対象として考える可能性③ 
（通常の働き方別（2020 年 4 月時点）） 
 


















































































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
埼玉県(n=199)       
千葉県(n=195)       
東京都(n=487)       
神奈川県(n=195)       
愛知県(n=191)       
大阪府(n=495)       
広島県(n=195)       
戸建ての持ち家(n=936)     
集合住宅の持ち家(n=399)     
戸建ての賃貸(n=43)     
集合住宅の賃貸(n=549)     
その他の形態(n=18)     





















































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
主にオフィスでのデスクワーク(n=599)     
主に工場や運送・運輸関連のワーク(n=200)     
主に福祉や教育関連などの対人的なワーク(n=134)     
主に外回りの営業活動(n=101)     
主に店舗や窓口での接客やワーク(n=176)     
主に在宅でのテレワークや作業(n=144)     
その他(n=87)        




























































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
知っている。過去に住んでいたことがある(n=42)               
知っている。出張や旅行、レジャー等で行ったことがある
(n=702)        



































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
高い関心がある(n=80)        
少し関心がある(n=423)        
あまり関心がない(n=649)        
全く関心がない(n=662)        































































































































































（本学 地域戦略研究所 副所長・教授） 
（本学 地域戦略研究所 所長、経済学部教授） 
 
〔注〕 




3) 森トラスト（株、2019.12 調査時点）の試算による。 
4) 加藤(2020)、pp.13-15 
5) KitaQ フェス inTOKYO は、2017 年から北九州市が住民参加型で取り組んでいるイベ
ントであり、首都圏における北九州市の認知度やイメージの向上、北九州市ファンの拡





業立地』2020 年 11 月号、pp.10-15 
慶應義塾大学・NIRA 総合研究開発機構（2020）「新型コロナウイルスの感染拡大がテレ
ワークを活用した働き方、生活・意識などに及ぼす影響に関するアンケート調査」2020
年 4 月 
KDDI 総研（2020）「コロナは移住を加速させるか？～首都圏生活者の移住意向調査」2020
年 10 月 
総務省統計局『政府統計の総合窓口（e-Stat）』「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及






する調査」2020 年 6 月 
森トラスト株式会社（2020）「東京 23 区の大規模オフィスビル供給量調査 '20」2020 年 6
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